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要旨 
ネット通販市場の急速な拡大に伴い、宅配便の取扱い個数は増加の一途を辿っている。こ
のような状況の下、宅配便業界では様々な問題に直面している。近年の労働力不足、トラ
ック不足だけでなく、受取人不在による再配達が宅配便の配送効率を低下させる要因の 1
つとなっている。宅配便各社はこれらの問題を解決すべく様々な取り組みを行っているが、
根本的な解決には至っていない。本研究では、群馬県を例として、地域性を考慮した宅配
便の配送効率向上に対する方策について調査し、その効果について論じるものとする。 
 
1 はじめに 
我が国における宅配便取扱い個数は増加を続けており、2017 年度には 42 億個を超えた
1)。その大きな要因としてネット通販市場の拡大がある。経済産業省の調査によると、2017
年度の物販系分野 BtoC-EC（ネット通販）市場規模は 8 兆円を超え、小売販売総額に占め
るネット通販による比率（EC化率）は 5.79%となっている 2)。近年では、BtoC-ECだけで
なく個人間通販である CtoC-EC市場も誕生し、今後もさらに市場の拡大が続くことが見込
まれる。 
宅配便取扱い個数が増加の一途をたどる一方、運輸業への就業者数は減少傾向にあり、
近年は離職率が入職率を上回っている状況となっている。運輸業の中でも営業用自動車輸
送を担う、いわゆるトラックドライバーについては、40～50歳代の就業者割合が約 45%と
高くなっている一方で、29歳以下の若年層の割合が 10%と低く、他産業と比較し高齢化が
進んでおり、今後さらに人材不足が深刻化する可能性が高い 3)。 
このように、宅配便取扱い個数の増加、宅配業務に関わる人員不足だけでなく、当日配
送や翌日配送といった配送リードタイム短縮の激化、配達日時指定など顧客ニーズへの対
応などが、配送効率の低下を招いている。さらに、1度で配達を完了できない「再配達」に
よる配達回数の増加が、一日に何度も同じ配送ルートを通るような現象を招き、配送効率
に大きな影響を与えている。このラストワンマイルの配送に対応するため、コンビニ受け
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取りや宅配ロッカーなどによる多種の受取サービスの導入が進められているが、未だ十分
とは言えない。2017 年 10 月、宅配便最大手企業が社員の労働環境の改善、および宅配便
ネットワーク維持のため、27 年ぶりに宅配便基本運賃の値上げを実施したことは記憶に新
しい。宅配便を取り巻く環境は厳しさを増し、すでに限界を迎えているのである。 
宅配便の配送ルート最適化に関する研究は古くより取り組まれているが、より現実的な
解法を開発するためには、顧客の時間指定、走行距離制限、積載制限、配送拠点となるデ
ポ以外での積み替え、再配達による配達需要の変動など、複雑化した制約条件の整理をし、
問題のモデル化を行うことが必要不可欠となる。そこで本研究では、一般的な議論の中心
となる都市部ではなく、地方都市の地域性を考慮した VRPモデルの構築を目指し、群馬県
における宅配便を取り巻く環境と現状について整理することを目的とする。 
 
2 研究対象の整理 
2.1 宅配便の輸送ネットワーク 
宅配便の輸送ネットワークを図 1に示す。図中の Termはターミナル、SCは営業所を表
す。まず、消費者から営業所に直接持ち込まれた荷物や、営業所が集荷をした荷物が出発
地ターミナルに集められ、仕分けがされた後、到着地のターミナルまで幹線輸送される。
到着地ターミナルでの仕分け、営業所からの配送（宅配）という構成が一般的となってい
る。近年では、輸送効率の向上を目的とし、ターミナルよりもさらに大規模な「ゲートウ
ェイ」と呼ばれるターミナルを持つ企業もあり、より自動化された施設の中で、さらに広
域の荷物を混載することができるようになっている。なお、本研究では配送にまつわる周
辺問題のみを対象とし、幹線輸送、支線輸送は扱わないものとする。 
これら輸配送ネットワークの最適化を目指す代表的な問題として VRP（Vehicle Routing 
Problem）がある。VRP は総経路コストの最小化を目的関数とし、最適な配送経路を求め
るものである。一般的に VRPはNP困難な構造となっており、現実的な規模の問題への適
用においては厳密解を求めることはほぼ不可能であると言える。そこで、様々な近似的解
法を用いて近似最適解を導出するための研究が進められている。また、本研究が対象とす
る宅配便のラストワンマイルに関する研究として、川西ら 4)は時間指定配達の有無や配送拠
点の有無が配送車の走行距離に与える影響についてシミュレーションを行っている。宅配
便の配送を取り巻く環境の変化によって多くの問題が発生している現在、その対応として
柔軟で多様な仕組みが求められている。そこで、これまでの研究では扱ってこなかった「地
域性」をモデルに組み込むことを目指し、調査を進めることとする。 
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図 1 宅配便の輸送ネットワーク 
2.2 VRP 
VRP は需要地に対して配送を行う際に効率的なルートを求めることを目的とする意思決定支援
システムである。巡回セールスマン問題（Traveling Salesman Problem：TSP）に現実的な制約条件
である積載制約や走行距離制約を付加したモデルが Capacitated VRP（CVRP）であり、VRP の最
も基本的な問題である。制約条件にはモデル化の前提となる制約条件と、問題設定によって異な
る制約条件が存在する。問題設定によって必要となる制約条件を加味することで、より現実的な問
題を取り扱うことができる。CVRPに配送時間指定（Time Windows：TW）や営業所（デポ）が複数存
在する場合が代表的な制約であり、様々な制約を加えた研究がなされている。CVRP をモデル化
する際に前提となる制約条件を以下に示す。 
【前提となる制約条件】 
・ トラックは出発した施設に必ず戻る。 
・ トラックには積載制約が存在する。 
・ トラックには走行距離制約（Operation Time Constraints：以下 OTC）が存在する。 
・ 各需要地は少なくとも 1台のトラックから配送される。 
 
2.2.1 CVRP 
 VRP の中でも一般的な CVRP の定式化をここに示す。V は Vehicle（トラック）台数を示し
ており、Nは総需要地数である。また kP は Vehicle kの積載制限であり iQ は需要地 iの需
要量、 kT は Vehicle kの OTC条件である。 ijkx は binary変数であり、i-j間をトラック kが
走行するならば 1、そうでなければ 0となる。 
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式(1)は総走行距離最小化を図る目的関数であり，式(2)、(3)は全ての需要地が 1 台の Vehicle
で 1 回だけ配送されることを示している。式(4)は、全てのルートは閉路になっており、分割しないこ
とを示している。式(5)は Vehicle の積載制限であり、式(6)は OTC 制約である。式(7)、(8)は各
Vehicle は複数ルートを扱わないことを示しており、式(9)は各ルートは必ず施設を含む閉路である
ことを示す。 
 
2.2.2 制約条件の整理 
CVRP において目的関数は総走行距離の最小化であったが、実問題に近づける為に様々
な目的関数（総走行距離最小化・トラック台数最小化・Total Cost最小化・運搬回数最小化
など）が存在する。また代表的な制約条件を図 2 にあげる。近年の荷物量の増加や再配達
の増加、受取手段の多様化、ライフスタイルの変化、地域の特性などを制約条件として加
味することが、現実的なモデルの構築には必要となる。 
 
図 2 制約条件の例 
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2.3 再配達の現状 
配送効率を向上させるために、EC 市場の拡大に伴い増大している取扱い荷物量の削減
を目指すことは現実的ではない。「再配達」つまり配送回数を削減することが重要となる。
本項では再配達の現状について整理をする。 
2015年より国土交通省で再配達の削減へ向けた検討会を立ち上げ、取り組みをスタート
した。取り組みの成果を測ることを目的とし、2017 年 10 月より国土交通省が開始した再
配達率の調査結果について表 1に示す。この調査は、3つの地域での宅配便 3社（佐川急便、
日本郵便、ヤマト運輸）を対象とし、毎年 10月と 4月に再配達率を調査するものである 5)。 
この調査から配達荷物量の 15%が再配達になっていることがわかる。顧客が不在であった
ときの作業負荷、および配送ルートの冗長化による環境負荷が増大する。都市部での再配
達率が高く、地方では再配達率が低くなっていることがわかる。30年度 4月期は 29年度
10月期より再配達率が低下傾向にあることが見て取れるが、データ不足により相関関係や
因果関係を見出すことは困難であるため、今度も継続して調査を続けることが重要である
と考える。 
表 1 再配達率の調査結果         単位（個） 
 
出典：国土交通省[5]を元に作成 
*都 市 部：東京 23区で人口密度が高く単身世帯の占める割合が高い区 
*都市部近郊 ：東京都郊外の市町村で世帯人口が多いところ 
*地 方 ：人口の少ない都道府県の市町村で人口密度が低く世帯人口が多いところ 
 
次に、1 回で受け取れずに再配達になってしまった理由を図 3 に示す。理由として一番
多かったのが「配達が来るのを知らなかった」（41.8%）である。つづいて、「配達が来るの
を知っていたが、用事ができて留守にしていた」（26.3%）。さらに「もともと不在になる予
定だったため、再配達してもらう予定だった」（14.3%）、「その他」（14.1%）とつづく。「そ
の他」の主な理由としては、「通販のHPで注文時に日時指定は追加料金がかかるのでしな
かったため、いつ来るのかわからなかった。」「宅配ボックスでの受取を前提としていたが、
全て埋まっていて入れてもらえなかった。」「指定時間外に来た」「そもそも日中は仕事で受
け取れない」「在宅していたのに受け取れなかった」などがある。 
以上の理由から推察される点は、顧客、ネット通販業界と配達業者間でのコミュニケー
ションの不足、情報の量・質の不足、「再配達問題」に関する意識の共有化不足である。顧
客、ネット通販業界、宅配便業界の三者が問題意識の共有化を図り、各々が経済的負担を
シェアしない限り、再配達の問題は無くなることはないと考えられる。 
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図 3 1 回で受け取れなかった理由 
出典：国土交通省[6]を元に作成 
 
3 群馬県における現状と課題 
3.1 生活上の利用交通手段 
配送効率を低下させる大きな要因である「再配達」を削減するため、宅配ロッカーの設
置が増えている。そこでまず、都市部と群馬県における通勤・通学時に利用する交通手段
について比較を行い、地域の特性を考慮した方策となっているか考察することとする。 
2010 年に行われた国勢調査 4)「常住地による 15 歳以上自宅外就業者・通学者に占める
利用交通機関」のデータを元に、群馬県、東京都、全国の割合を図 4 に示す。群馬県では
自家用車（72.2%）、自転車（11.1%）、鉄道・電車（6.1%）と続いており、自家用車の利用
が非常に多いことがわかる。それに対し、東京都では、鉄道・電車（48.3%）、自転車（17.4%）、
乗り合いバス（9.3%）と続き、鉄道・電車の利用が多いことがわかる。 
再配達を削減するためには荷物の受け取り手段の多様化が欠かせない。日常生活で利用
する交通手段は代替受け取り手段の利用効果に影響を与える大きな要因となる。まず、交
通手段によって代替手段利用のための経路変更の自由度が異なる。電車・鉄道や乗り合い
バスなどは軌道による交通であるため、経路変更の自由度は低く、自転車やオートバイ、
自家用車は経路変更の自由度が高いと言える。群馬県では自家用車の利用割合が高いため、
駅などの交通施設周辺ではなく、幹線道路沿いに営業所を立地させることで荷物受け取り
の利便性を向上させることができ、再配達の削減につながることが予測される。 
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図 4 利用交通手段の比較 
出典：国勢調査（2010）[7]を元に作成 
3.2 集配拠点 
3.2.1 営業所 
宅配便各社は荷物の集荷・配送の拠点となる営業所を開設している。なお、ここでの「営
業所」は直営の営業所を指すものとし、VRP での「デポ」と同様の扱いとする。図 1 に示
したとおり、営業所にはターミナルで仕分けされた荷物が届き、そこから消費者へ荷物が
届けられる。また逆に営業所に集荷された荷物を集約し、ターミナルへ輸送する。その特
性より、大型のトラックが入庫可能な立地が求められる場合が多い。また、各消費者へ配
送する荷物を仕分けする作業も発生するため、作業スペースの確保も必須となる。一般的
に、総経路コストの最小化を目的関数とした場合、営業所は需要（配達）発生地に近接す
ることが望ましい。通常、需要発生地は住宅密集地である場合が多く、そこに営業所を立
地すれば総経路コストの最小化を実現できる可能性がある。しかし、実際には先に述べた
立地上の制約により、需要発生地から離れた場所に営業所がある場合も多い。その結果、
配送効率の低下を招く、あるいは各営業所が担当するエリアを適切に設計できず、非効率
な配送ルート設計になってしまうことがある。  
 
3.2.2 コンビニエンスストア 
現在、コンビニエンスストアの経営統合が進んでおり、店舗の統廃合が活発化している。
一方で、山間部など住民（潜在需要）が少ない地域においては、経営資源の効率化を目的
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とした商店や銀行、営業所の廃止や統廃合が見られ、コンビニエンスストアが住民のライ
フラインとして重要な機能を担っている。宅配便に関しても同様に、荷物の発送、受け取
りを行う集配拠点として、営業所の代わりとして重要な位置づけにある。 
コンビニエンスストアにおける店舗業務は多様化している。宅配便の再配達を避けるた
めにコンビニ受け取りを増やしていく戦略は、宅配便からコンビニエンスストアへの業務
負荷の移行となりかねない危険性がある。今後さらに進んでいく少子高齢化により、特に
サービス産業での人材確保難が続くと考えられ、業務負荷の軽減は必須となる。 
このように、人材確保の面から、またライフラインとしての立場から、コンビニエンス
ストアでは店舗業務負荷の軽減が非常に重要な課題となる。 
 
3.2.3 宅配ロッカー 
不在時でも荷物が受け取ることができる仕組みとして普及が進んでいるのが宅配ロッカ
ーである。宅配ロッカーは、戸建て住宅や集合住宅の設備として居住者に限定して使用さ
れるロッカー（「宅配ボックス」とも呼ぶ）と、商業施設や駅、大学、駐車場など各種施設
に設置されていて、使用者を限定しない「オープン型宅配ロッカー」に大別される。 
「オープン型宅配ロッカー」の代表的なものとして「PUDO ステーション」がある。
PUDOステーションは、Packcity Japan株式会社が設置・管理・運用しており、ヤマト運
輸株式会社だけでなく、いくつかの宅配便業者の荷物が取扱い可能となっている。2018 年
11 月現在で全国各地に 3,433 箇所に設置されており、その数は今後も増やしてくとのこと
である。群馬県内には 52箇所に PUDOステーションが設置されており 8)、設置企業（場所）
を表 2にまとめた。 
表 2 では、スーパー、ドラッグストアなど、日常の生活の動線上にロッカーが設置され
ていることがわかる。 3 章 1 節で述べたように、群馬県では自家用車を交通手段として利
用することがほとんどであるため、ロッカー利用者にとって十分な駐車スペースがあるこ
とも重要であろう。一方で、駅や駅周辺の駐輪場などにはロッカーの設置がないことがわ
かった。比較のために、東京都（23 区南部）におけるロッカーの設置状況を調査し、表 3
にまとめた 8)。なお、この地域のロッカー台数は 61台（2018年 11月現在）である。 
表 3 より、群馬県ではみられない設置場所として、「鉄道・駅」、「集合住宅」、「商店」、
「コンビニエンスストア」が挙げられる。生活の動線上にロッカーを設置することでロッ
カーの利用を推進し再配達を削減していく、その目的に即した設置場所となっていること
がわかる。表 2 と表 3 との違いは、生活習慣、移動手段、ライフスタイルの違いであると
考えられる。また、コンビニエンスストアでは、レジでも宅配便の荷物の受け取りが可能
となっているが、従業員の業務効率化等の理由により、ロッカーも合わせて設置している
ことが推測される。 
このように宅配便を利用する消費者のライフスタイルを考慮する場合、群馬県において
は、「ショッピングセンター」や「ガソリンスタンド」、「学校」や「企業」へのロッカーの
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設置も検討すべきではないかと考える。より生活の動線に沿った箇所へのロッカーの設置
を進めることで、再配達を削減し、配送効率を向上させることが可能となる。 
 
表 2 群馬県内の PUDOステーション設置場所（2018年 11月現在） 
設置企業（場所） 区分
ヤマト運輸株式会社　営業所 宅配便
前橋市役所 公共
元気プラザ21 公共
国立大学法人群馬大学 学校
公立大学法人高崎経済大学 学校
株式会社フレッセイ スーパー
株式会社とりせん スーパー
株式会社クスリのマルエ ドラッグストア  
 
表 3 東京都内（23区南部）の PUDOステーション設置場所（2018年 11月現在） 
設置企業（場所） 区分 設置企業（場所） 区分
ヤマト運輸株式会社　営業所 宅配便 セブンイレブン コンビニエンスストア
世田谷区役所 公共 ヨークマート スーパー
上北沢地区会館 公共 ライフ スーパー
小田急電鉄 鉄道・駅 玉川髙島屋S・C 百貨店
JR東日本 鉄道・駅 烏山中央自転車等駐車場 駐車場
京浜急行 鉄道・駅 岩瀬食料販売 商店（米）
レオパレス 集合住宅 ふじや 商店（酒）
パーシモンガーデン 集合住宅 ココカラファイン ドラッグストア
CARARU 集合住宅 ウエルシア ドラッグストア
イマージュ 集合住宅 コモディイイダ スーパー
SOCIAL APARTMENT大森 集合住宅 東武ストア スーパー  
 
4 おわりに 
本論文では、宅配便を取り巻く課題、および配送効率の向上を実現するための要因整理
を行った。さらに、群馬県内における配送効率向上のための取り組みの現状について、地
域性、ライフスタイルを考慮しながら考察を行った。 
次々と設置が進む宅配ロッカーではあるが、デメリットとしては、事前に利用の登録が
必要となることが挙げられる。例えばヤマト運輸の荷物を PUDOステーションで受け取る
場合、「クロネコメンバーズ」への登録が必須となり、コンピュータやスマートフォンから
の操作に親しんでいない消費者にとっては、非常に高いハードルとなるであろう。また、
実際にロッカーの中に配達された荷物を自ら無事に受け取れるのかという不安も感じるに
違いない。無人である宅配ロッカーの操作に慣れるまでは、ロッカー画面またはモニタ設
置によるオンラインでのサポートや、わかりやすく操作手順書を随時改定するなど、利用
促進のためコストを、誰が、どのように負担していくのかという問題もある。 
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以前より事前に配達予定日時を知らせてくれるアプリや機能などは準備されていた。そ
れにも関わらず、このようにラストワンマイルでの課題が克服できない背景として、宅配
サービスの利用者の認識と、現実に起こっている物流崩壊の危機感が一致していないこと
が挙げられる。顧客、ネット通販業界、宅配便業界、それぞれが問題意識を持ち、行動す
ることが最も有効であり、一方で難しくもある。 
本研究で明らかになった点を踏まえ、引き続き配送経路コストの最小化を目的関数とし
たモデルの作成を行い、より現実に即したアルゴリズムの開発を実現する。定量的な条件
だけでなく、先に述べた「地域性」、「関係性」、「理解度」のような定性的な指標をどのよ
うに制約条件として適用するのか、さらに研究を深めていく必要があると言える。 
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Abstract 
A Study in the Improvement of the Home Delivery Service System 
Takako Jingu 
With the rapid growth of the market of online shopping, the number of postal packages 
is increasing enormously. Yet, there are problems in the home delivery service system. 
Not to mention the shortage of manpower, frequent re-deliveries due to the absence of  
the recipient is one of the factors that lowers delivery efficiency of couriers. Couriers 
are trying hard to solve these problems without notable improvement. In this research, 
we investigate measures for improving the delivery efficiency of the parcel delivery 
service. We look into the matter from the angle of localization and discuss its effect. 
